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研究成果の概要（和文）：　本研究は、基盤研究(A)(海外学術)「東南アジアにおける地方自治サーヴェイ調査
－タイ、インドネシア、フィリピンの比較」（平成21年度～24年度）の後継プロジェクトである。そこでは、タ
イ、インドネシア、フィリピンの自治体エリート（首長、助役、都市計画局長など）を対象にした社会調査を実
施し、データを収集した。
　本科研では、そのデータを利用しながら自治体能力を目的変数に分析を深めた。国内外での学会や研究会で報
告を重ねた。フィリピンとインドネシアについては単純集計を完成させ、論文も多数執筆した。タイについて
は、首長に関する単純集計表を作成し、助役についてはデータクリーニングを終えた。

研究成果の概要（英文）：This research project is a following project of the Grant-in-Aid for 
Scientific Research (A), titled as "Local Government Survey in Southeast Asia: Comparison among 
Thailand, Indonesia and the Philippines," implemented from 2009 to 2012. In this project, social 
survey was conducted with local government elites, both elected and bureaucratic,to collect data in 
3 respective countries. 
This research project deepened analysis based on the above-mentioned collected data, by identifying 
local capability as dependent variables. Series of presentations were repeated at various academic 
conferences and research meetings, both domestic as well as abroad. Simple totaling were finished 
for the Philippines and Indonesian data, on which many papers are based. As for Thai data, while 
simple totaling was finished for the elected elites, only data cleaning was finished for 
bureaucratic elites. 

研究分野：地域研究

キーワード： 地方自治　地方分権　住民参加　エリートサーヴェイ　東南アジア　タイ　フィリピン　インドネシア

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
  東南アジア主要国における地方分権は、
1980年代末から 90年代初めにかけての民主
化の波とともに重要な課題となり、東南アジ
ア政治・行政に関する主要なテーマであった。 
 インドネシアでは 1998 年のスハルト体制
崩壊以後民主化プロセスが急速に進展し、地
方分権改革はその最も重要な分野のひとつ
となった。1999 年には法律第 22 号、第 25
号が発布され、大規模な権限移譲と財政移転
が行なわれた。フィリピンでは、1986 年の
エドサⅠ革命によりマルコス権威主義体制
が崩壊し、翌年にコラソン・アキノ政権のも
とで新憲法が制定された。この憲法に基づき
1991 年地方政府法が制定され、その後急速
な地方分権化が進展した。さらにタイにおい
ては、1997 年憲法で地方分権が国家の基本
政策のひとつと憲政史上初めて位置づけら
れたことを皮切りに、1999 年に地方分権推
進法が制定され、2000 年代に入ってから自
治体への権限移譲、財政移転、人員異動が地
方分権計画に沿って実行に移された。2006
年 9月の軍事クーデタで民選のタックシン政
権は崩壊したが、翌年、軍事政権の影響下で
制定された 2007 年憲法でも地方分権は国家
の基本政策のひとつと位置づけられた。 
各国の地方分権は、中央・地方関係の違い
や地方自治にかかわるステークホルダーの
違いもあり、多様である。それゆえ従来の研
究は、もっぱら行財政にわたる制度的説明や
個別自治体における政治・行政をめぐる個別
事例研究、住民参加や透明性に関する問題点
を指摘することに力を注いで来た。量的な分
析は、フィリピンやインドネシアで地方選挙
に関する分析が近年始められるようになっ
た程度で、首長の社会調査データは十分とは
いえない。しかも、地方選挙を除けば、統計
的手法に耐えうる量的研究は皆無といって
も過言ではない。すなわち、質的な個別調査
研究ではそれなりの蓄積があるものの、量的
調査が決定的に欠落していること、そして比
較分析が十分徹底されてこなかったことが
わかる。 
こうした中、2006 年に日本貿易振興機構
アジア経済研究所の海外委託で行なわれた
調査（委託先はタイのタマサート大学政治学
部）は、タイの地方自治体約 7,800ヵ所全部
に質問票を配布し、それを回収して統計学的
分析を行うという画期的な試みを行なった。
このサーヴェイ調査準備に当たっては、日本
側参加者がプレテストを繰り返し実施して
質問票を作成した経緯があり、タイの地方自
治体を対象に量的調査を継続的に実施する
重要性を認識しただけでなく、タイでの経験
を踏まえて他の東南アジア諸国でも比較を
念頭においたサーヴェイ調査が実施可能で
あるとの見通しを得られる契機となった。 
 以上のような経緯を経て、研究代表者の永
井は、科学研究費補助金（基盤研究(A)(海外
学術)）「東南アジアにおける地方自治サーヴ

ェイ調査－タイ、インドネシア、フィリピン
の比較」(平成 21～25年度)を取得し、インド
ネシア、フィリピン、タイにおける自治体エ
リートサーヴェイ調査研究を組織した。4 年
間の研究期間に、プレテストの実施を含む調
査票の作成、各国におけるサーヴェイ調査の
実施、その調査結果を踏まえた報告会を実施
した。 
  
 
２．研究の目的 
 本研究は上記科研の成果を受けて、データ
クリーニング、加工、単純集計作業を行った
うえで、以下の大きく２つの目的を置いてい
る。 
 ひとつめは地方分権の結果として、中央・
地方関係の中で地方自治体の「能力」向上が
起きたのかどうか、どの分野で自治体による
住民サービスが向上したのか、またその要因
は何なのかを明らかにすることである。すな
わち、被説明変数は自治体の「能力」であり、
それはどのような説明変数によって規定さ
れているのかを明らかにするのが目的であ
る。 
 ふたつめは、自治体と住民との関係におい
て、住民参加と自治体の「能力」や政策パフ
ォーマンスとの間にはどのような相関関係
が存在しているのか、自治体に対する住民の
監視、自治体の社会経済的環境、そして首長
の政治的リーダーシップはこれとどのよう
に関連しているのか、を明らかにすることで
ある。 
 
３．研究の方法 
 本研究プロジェクトは3カ国を取り上げて
いる関係上、全体研究会の開催の他、国毎に
研究会を実施した。最終的な成果物として和
文・英文での出版を目指しているので、日本
語及び英語での研究報告を積み重ねた。 
 フィリピン班とインドネシア班では国内
外で開催される学会や研究会、あるいは独自
に開催した報告会やその準備を通して、分析
の精度を高めた。一方、タイ班は分析に入る
以前にデータ不足の補充とデータクリーニ
ング作業に力を注いだ。また、タイについて
は 2006 年のデータがあるので、それと
2013/14 年のものとの比較対照ができるよう
にデータ加工作業を続けるほか、内外の研究
会では 2006 年のデータ分析も行った。 
 このような国内外での学会発表や自前の
報告会の開催を通じて、分析の精度を高め、
分析対象も広げた。サーヴェイから得られる
情報は限られているため、関係省庁などから
入手できるデータを入力し、それを分析に使
用できる形にすることも、この手の統計的分
析にとっては必要不可欠な研究手法であり、
そうしたデータの収集、加工、分析にも膨大
な時間を費やした。 
  
 



４．研究成果 
 具体的な研究成果は「主な発表論文等」に
掲載されている学会報告用ペーパー、論文、
単純集計資料に示されているように、フィリ
ピンとインドネシアについては、単純集計表
の作成を経て、関係省庁から得られるデータ
も適宜取り込みながら、自治体エリートと自
治体のステークホルダー（自治体議員、国会
議員、上位自治体、住民団体など）との接触
頻度、首長の選好、首長の所属政党や社会経
済的背景などを独立変数、自治体能力を従属
変数とした分析を深めた。 
 タイについては、2006 年データを使った分
析を深める報告を内外で行ったほか、2013 年
データのクリーニング作業と、自由記述デー
タの変数処理作業を行った。研究論文やペー
パーの完成にはいたらなかったが、2016 年 3
月にはインドネシアのジャカルタで実施し
た研究会では、首長版の単純集計を使った研
究報告を行うところまでこぎつけた。 
さらに、最終年には、これらのペーパー類
とサーヴェイに使用した質問票の英訳や和
文も収めた報告書を取りまとめた。 
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